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中日新聞 2021・1・24 付 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
条約発効とは 条約が効力を持つ事で、一定以上の国の批准が必要。 

条約批准とは 「国家として正式に条約に同意する」ことです。 
 

学術会議問題とは？ その 2 
学術会議の推薦した会員 6人の任命を拒否した事が問題になったのは 

昨年の 10月。日本学術会議法には次のような条文があります。 

 

 

任命するのは内閣総理大臣だから拒否だってあり得るというのが， 

菅首相の言い分でした。しかし、ここには二つの問題があります。 

① 学術会議が推薦した科学者の善し悪しを首相が決めていいのでしょうか。 

 

 

まず、首相の任命は形式的なものだと、過去の国会で確認されています。 

なぜかと言えば、憲法２３条があるからです。   

これは、だれでも自由に勉強研究できるという意味でなく、 

国が学者の研究に口出しをしてはならないという意味なのです。 

戦前の日本では学者が発表した論文が国によってもみ消され、 

学者が追放されていったことや学者が戦争に協力する研究を 

強いられたことを反省して，この憲法 23条ができたのです。 

科学者が決めた代表を拒否するのは，学問内容や研究に口出しをするこ 

とです。政府の思い通りの研究や学問をさせると言うことです。 

② 拒否するなら理由があるはずなのに、言わない。 

あれから 4 ヶ月。学術会議は 4 月に総会をするので 6 人を任命するよう

要望を出しましたが、未だに理由を明らかにしません。世論は関心も薄れ

がちですが、納得できないという意見は半数を超えています。 

 

7条２ 会員は、第 17条の規定による推薦に基づいて、 

内閣総理大臣が任命する 

 

憲法 23条 学問の自由は、これを保障する。 

https://dic.nicovideo.jp/a/%E5%AD%A6%E5%95%8F%E3%81%AE%E8%87%AA%E7%94%B1


                           
 

コロナ第三波  みんなで乗り切ろう 

危険な動きを止めさせるように 私たちは声をあげよう！

「もう黙っとれんアピールアクション」 
2／19・3／9 17時～宣伝行動 十六銀行本店前 

戦争法廃止！市民と野党の共闘 

「さよなら原発パレード in ぎふ」 
     3／7 10時半～ 清水緑地公園 

        ／  

  

 

憲法違反の敵基地攻撃ができる武器・装備 

を予算化しています！ 
防衛費は 9年連続で増え続け、2021年度は 5兆 3422億円と過去最大です。 

 
 

 

 

Ｆ35Ａ 
（ステルス戦闘機） 
（４機）391 憶円 
 
 
Ｆ35Ｂ 
〈2 機〉259 億円 

12式地対艦誘導弾の 
改修 
射程距離の伸長 
200ｋｍ→1500ｋｍ 
 
陸上、航空機、艦船 
から発射可能化 
予算＝335憶円 

「いずも」型護衛艦
の空母化 
 
F35B 戦闘機がここ
から発着できるよう 
 
予算＝203 憶円 
 

 

長距離巡航ミサイル 
「JSM」の取得 
 
射程 500Ｋｍ  
  
射程 900km のミサ
イルも購入 
 
予算＝149 億円 

 

上記の予算は「陸・海・空から長距離ミサイルが発射できる武器・装備」のためのもの。 

日本領域から他国に発射しても届く、つまり、将来「敵基地攻撃能力」への転用可能 

とみられるものが多いのです。 もともと歴代内閣は実際に攻撃できる装備を平素から 

保有することは「憲法の趣旨ではない」としてきましたが、現在、結論すら出ていない 

「敵基地攻撃の保有」を先取りするような形での防衛装備品の調達は見逃すことは 

できません。（上記は主なものであり、他に多数（約 340億円超）あります。） 

現在のコロナで、財政状況が深刻化する中、憲法をないがしろにするような防衛力

の整備は現実的ではなく、それこそ「不要不急」ではないでしょうか。 

菅政権は「不要不急」の軍拡を止め、コロナ対策に力を入れてください！ 

 

 


